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序論：汎用技術（GPT）としての人工知能と労働市場の歴史的
転換点 
2026年現在、世界の労働市場は人工知能（AI）、とりわけ高度な自然言語処理能力と論理推論能力
を備えた生成AI（Generative AI）の急速な企業導入により、かつてない規模の構造的変革の只中に
ある。経済史を紐解けば、蒸気機関、電力、インターネットといった「汎用技術（General Purpose 
Technology: GPT）」の登場は、常に労働市場に破壊的な摩擦をもたらし、その後に新たな産業構造
と雇用を創出してきた。しかし、現在のAI主導型シフトは、その社会実装の速度と、影響を及ぼす労
働層（かつては安全とされていたホワイトカラーの知的労働者層）の広範さにおいて、過去の技術革

新とは明確に一線を画している。 
本レポートでは、AIを直接的な理由とした人員削減が爆発的に進行している米国市場と、厳格な労
働法制および深刻な人口動態の危機という独自の文脈の中で「静かなるリストラ（Quiet 
Restructuring）」として労働市場の再編が進行している日本市場を比較分析する。各種マクロ経済
データ、多国籍企業の人事・資本再配分戦略、および政府の政策動向を網羅的に検証し、両国にお

ける現状と中長期的な将来予測を提示する。 

第1章：米国市場におけるAI主導型人員削減の爆発的増加と
現状分析 
1.1 2026年前半の記録的数値と解雇トレンドの指数関数的加速 

米国の労働市場におけるAIの影響は、もはや抽象的な将来の脅威ではなく、具体的な月次データと
して顕在化している。米国の再就職支援およびエグゼクティブコーチングを専門とする調査会社

Challenger, Gray & Christmasの最新の集計データは、2026年前半における雇用調整の劇的な加
速を浮き彫りにしている。2026年5月に米国企業が発表した人員削減数は全体で97,006人に達した
1。この数値は、前月（4月）の83,387人から16%の増加、前年同月（93,816人）から3%の増加を示して
おり、新型コロナウイルスのパンデミック初期における甚大な雇用喪失が記録された2020年5月（
397,016人）以来、5月としては過去最高の水準である2。 
この大規模な雇用調整の中で特筆すべきは、人員削減の直接的な理由として「人工知能（AI）」が占
める割合の異常な高さとその急速な上昇ペースである。5月の全人員削減のうち、約40%にあたる
38,579人がAIの導入やそれに伴う事業再編を理由に解雇されている3。AIが人員削減の主要理由の
トップとなるのは、これで3カ月連続の事態である1。 
このトレンドは、2026年を通じて指数関数的な上昇を描いている。全人員削減に占めるAI関連の割



合は、2026年1月時点ではわずか7%に過ぎなかったが、3月に25%、4月に26%と着実に上昇し、5
月に40%へと跳ね上がった3。2026年1月から5月までの累計期間を見ると、米国全体の総人員削減
数397,755人のうち、AIを理由とする削減数はすでに87,714人に達している1。これは、2025年通年の
実績である54,836人をわずか5カ月で大幅に上回る記録的なペースである3。 
 

 
 
1.2 人員削減の多角的理由とマクロ経済的背景 

米国における解雇の波はAIのみが原因ではない。マクロ経済環境の変化、高金利の長期化、およ
び産業構造の再編が複雑に絡み合っている。Challenger, Gray & Christmasのデータを基に、2026
年における人員削減の主要な理由を分析すると、企業のコスト構造見直しがいかに多角的に行わ



れているかが明らかになる。 

人員削減の主要理由 2026年5月単月の削減数 2026年年初来（YTD）の累計
削減数 

人工知能（AI） 38,579人 87,714人 

事業所閉鎖（Closings） 14,546人 66,733人 

市場・経済状況（

Market/Econ Conditions） 
データなし（5月単独） 69,645人 

リストラ・再編（Restructuring
） 

9,942人 42,307人（※4月時点の累
計） 

M&A（買収・合併） データなし（5月単独） 11,989人 

倒産（Bankruptcy） 5,637人 データなし（通期詳細未詳） 

出典：Challenger, Gray & Christmas レポート（2026年4月・5月データ統合）3 

2026年の年初来データにおいて、AIに次いで、あるいは並行して多く挙げられているのが「市場およ
び経済状況（69,645人）」や「事業所の閉鎖（66,733人）」である6。注目すべきは、M&A（買収・合併）
に起因する人員削減が年初来で11,989人に達しており、これが前年同期（1,889人）の6倍以上に急
増している事実である6。また、5月単月で倒産を理由とした削減が5,637人を記録し、これは2025年2
月以来の単月最高値となった6。これらのデータは、企業がAI主導の次世代経済へ自らを再配置（
Reposition）するために、極めて攻撃的な事業再編と資本の集中を行っていることを示唆している6。 
1.3 産業別影響の不均衡：テクノロジーセクターのパラドックス 

AIによる労働市場の再編は、すべての産業に均等に波及しているわけではない。現在の解雇の震
源地であり、かつ最大の牽引役となっているのは、皮肉なことにAI技術そのものを開発し、社会に供
給している当事者であるテクノロジーセクターである。 

産業セクター 2026年5月単月の
削減数 

2026年年初来（YTD
）の累計削減数 

前年同期比の動向 

テクノロジー 38,242人 123,653人 66%増加 

運輸（

Transportation） 
6,909人 40,388人 449%増加 



ヘルスケア・製品 データなし 30,414人 17%増加 

サービス（Services） 6,268人 17,065人 （前年比減少傾向） 

政府機関（

Government） 
4,499人 15,918人 94%減少 

倉庫業（

Warehousing） 
データなし 10,512人（※4月時

点） 
65%減少（※4月時
点） 

フィンテック（FinTech
） 

5,731人 データなし 大半がAI起因 

メディア（

Media/News） 
436人 3,390人 17%減少 

出典：Challenger, Gray & Christmas レポート3 

テクノロジーセクターは5月単月で38,242人の人員削減を発表し、2024年8月（39,563人）以来の高
水準を記録した1。年初からの5カ月間で同セクターが発表した削減数は123,653人に達し、前年同期
比で66%という劇的な増加を示している3。 
しかし、テクノロジーセクターの動向を単純な「業績悪化に伴うリストラ」と捉えるのは重大な誤謬であ

る。同セクターは人員削減のトップであると同時に、新規採用のトップランナーでもある。同じ5月の
間に、テクノロジー企業は11,250件の新規採用計画を発表しており、すべての産業セクターの中で採
用数でも群を抜いている（産業全体の年初来採用計画数は80,472人）3。 
この一見矛盾する動きは、企業内部でのアグレッシブな「資本再配分（Capital Reallocation）」を証
明している。旧来のソフトウェア開発手法、カスタマーサポート、マーケティングなどの職務を削減す

る一方で、大規模言語モデル（LLM）のトレーニング、AIインフラの構築、データエンジニアリングと
いった新たな優先分野に予算と人員を振り向けているのである3。Challenger, Gray & Christmasの
最高収益責任者であるAndy Challenger氏が「個々の雇用がAIに取って代わられるかどうかは別と
して、その役割に充てられていた『資金（マネー）』がAI支出やイノベーションに置き換えられている」
と指摘する通り、労働市場は技術によってリアルタイムに再形成されている3。 
1.4 他産業への波及：運輸、製薬、フィンテックの激動 

テクノロジーセクターの動きは他産業にも強力な波及効果をもたらしている。金融とテクノロジーの結

節点にあるFinTech（フィンテック）企業は、5月単月で5,731人の人員削減を報告しており、その大半
がAIに起因する業務効率化や組織再編によるものである1。 
さらに顕著なのが運輸（Transportation）セクターである。年初から40,388人の人員削減が発表され
ており、これは前年同期（7,356人）と比較して実に449%という爆発的な増加である3。物流アルゴリ

ズムの高度化やAIを用いたサプライチェーンの自動化が、旧来の管理・運用人員のニーズを急速に



縮小させていると考えられる。 
製薬（Pharmaceutical）およびヘルスケアセクターも構造的なディスラプションに直面している。製薬
業界では、従来のブロックバスター薬の特許切れ（パテントクリフ）という古くからの問題に加え、AIを
用いた創薬技術の進化、競争環境の激化、消費者行動の変化という新しいテクノロジーの波が押し

寄せており、4月時点で前年同期比500%増の人員削減を余儀なくされている3。ヘルスケア・病院関

連も年初来で30,414人の削減を発表し、前年比17%増となっている6。 

第2章：AIは「真の理由」か、それとも「スケープゴート」か？ 
米国で急増する「AIを理由とした人員削減」を解釈する際、極めて重要な留意点がある。それは、発
表されたすべての解雇が「人間の業務がAIソフトウェアによって直接的に代替された」結果ではない
という事実である。 
2.1 経営戦略の失敗と過剰雇用を隠蔽する「魔法の弾丸」 

著名なベンチャーキャピタリストであるMarc Andreessen氏やOpenAIのCEOであるSam Altman氏
が示唆するように、シリコンバレーをはじめとする大企業にとって、AIは人員削減を正当化するため
の「魔法の弾丸（Silver Bullet）」、あるいは好都合な「口実（Pretext）」として機能している側面が強い
9。 
多くのテクノロジー企業は、パンデミック期間中のゼロ金利政策と特需を背景に、将来の成長を過大

に見積もって急激な過剰雇用（Over-hiring）を行った。その結果、組織は肥大化し、その後の金利
上昇と経済環境の正常化に伴って、強烈なコストカットの圧力に直面した9。経営陣の戦略的ミスや

単純な利益率向上を目的としたリストラをそのまま発表すれば、投資家からの批判や企業ブランドの

失墜を招きかねない。そこで企業は、これらの削減を「AI主導の次世代型組織へのトランスフォー
メーション」や「AIインフラへの投資シフト」という、ウォール街が好むポジティブな未来志向のナラティ
ブにすり替えているのである9。 
実際の企業事例はこの二面性を如実に表している。FinTechの有力企業であるBlock（旧Square）
は、従業員数を10,000人超から6,000人未満へと縮小する大規模な人員削減を実施した。同社トッ
プのJack Dorsey氏は、当初「AIツールが組織の構築と管理の原則を根本から変えている」と述べ、
AIによる生産性向上を理由に挙げたが、その後、単にパンデミック期間中に従業員を雇い過ぎたこ
とが真の原因であると率直に認めている9。 
また、Meta PlatformsはAIインフラストラクチャーへの移行と効率化を大義名分として約8,000人（全
従業員の約10%）の解雇を通告した3。GitLabも従業員の14%（約350人）を削減し、22カ国から撤退
する一方で、AnthropicのClaudeモデルやAmazon Bedrock、Google Cloud Vertex AIを統合した「
GitLab Duo Agent Platform」への集中投資をアピールしている9。Oracleも株価の低迷と格闘する
中で数千人の従業員をレイオフする一方、AIインフラへの莫大な資本的支出（CapEx）を行っている9

。これらの動きは、AIが解雇の「直接的手段」というよりも、予算を再配分するための「戦略的目的
地」として機能していることを示している。 
2.2 実質的なAI代替の進行と社会的摩擦 

一方で、AIが実際に人間の労働を直接的に代替し、組織構造を不可逆的に変化させている明確な
証拠も存在する。ネットワークおよびクラウドインフラストラクチャーのプロバイダーであるCloudflare
は、1,100人以上の従業員を解雇した際、社内でのAI利用がわずか3カ月間で600%以上増加し、毎
日数千のAIエージェントセッションが稼働しているという具体的なデータポイントを提示した9。これ



は、AIツールが一定の業務領域において、人間のオペレーターを実質的に不要にしているケースで
ある。 
このように「純粋なAIによる労働代替」と「AIを口実とした金融的リストラ」が混然一体となって進む
中、社会的緊張も高まっている。AIスタートアップの創業者や投資家、アーリーステージの従業員が
莫大な富を築く一方で、数万人の一般労働者がAI自動化の旗印の下で職を失っている現状は、労
働市場における格差の拡大を象徴している9。中国の杭州中級人民法院が「AIに置き換えられること
のみを理由とした従業員の解雇は法的に禁止される」という判決を下すなど、AIによる解雇に対する
法的な反発も国際的なレベルで発生し始めている9。 

第3章：米国労働市場の将来予測（2026年以降） 
今後の米国の労働市場において、AIはどのような中長期的影響をもたらすのか。主要なマクロ経済
モデリングとシンクタンクの予測を総合すると、短期的には摩擦的な失業とネットでの雇用減が避け

られない一方で、中長期的には雇用の「再構築（オーグメンテーション）」と新たなインフラ関連産業

での大規模な雇用創出が進行するという、複合的な見通しが浮かび上がる。 
3.1 短期的なネットマイナス要因と摩擦的失業の増加 

マクロ経済の観点から見ると、AIの導入フェーズにおける短期的影響は労働者にとって痛みを伴うも
のである。Goldman Sachsの経済アナリストによる最新の推計では、AIが一部の労働者を代替する
ことによる雇用の喪失は、AIが人間の労働を補完（Augment）し生産性を高めることで生じる新たな
雇用需要によって部分的には相殺されている。しかし、過去1年間を通じたトータルの影響としては、
労働市場に対して「緩やかなネットの足かせ（Modest net drag）」となっていると分析されている12。

具体的には、AIの影響により米国の月間雇用者数の伸びは約16,000人抑制され、失業率は0.1
パーセントポイント押し上げられていると推定されている12。 
さらに、移行期間特有の問題として「摩擦的失業（Frictional Unemployment）」の増加が指摘されて
いる。AIによって職を奪われた労働者が新たなスキルを身につけ、別のポジションを見つけるまでの
移行期間において、失業率はさらに0.5パーセントポイント上昇する可能性がある13。 
Goldman Sachsは、現在一部の先進企業で導入されているAIのユースケースが経済全体に広く普
及し、効率化の向上に正比例して雇用が削減されたという最悪のシナリオを想定した場合、米国の

全雇用の約2.5%が直接的な失職の危機（At risk of related job loss）に晒されると見積もっている13

。特に代替リスクが高いと名指しされている職業は、コンピュータプログラマー、会計士および監査

人、法務・一般事務アシスタント、そしてカスタマーサービス担当者などの、定型化しやすい認知労働

を担うホワイトカラー層である13。MIT（マサチューセッツ工科大学）の研究でも、現在のAI技術ですで
に米国の労働力の11.7%が代替可能であるという結果が示されている14。 
3.2 中長期的な「労働の再構築（Reshape）」とオーグメンテーション 

しかし、これらのデータをもって「労働市場の完全な崩壊（Jobpocalypse）」が訪れると結論づけるの
は早計である。Challenger, Gray & ChristmasのAndy Challenger氏が「スプレッドシートや電子メー
ルがそうであったように、このテクノロジーは最終的に労働者の生産性を高める」と指摘するように、

歴史上の汎用技術は長期的には雇用のパイ自体を拡大してきた4。 
Boston Consulting Group（BCG）がミクロ経済モデリングに基づき発表した予測は、このパラダイム
シフトのタイムラインをより鮮明に描き出している。BCGによれば、雇用の「完全な代替（Substitution
）」よりも先に、雇用の「再構築（Reshaped）」が極めて急速に進行する。今後2〜3年の間に、米国の



全雇用の50%〜55%がAIによって再構築されると予測されている15。これは、労働者が現在の役割

や役職を維持したまま、AIツールを日常的に活用し、アウトプットの質や働き方に対する期待値が根
本的に書き換えられることを意味する15。 
一方で、人間の労働力が完全にAIに置き換えられ、ポジションそのものが消滅するレベルの代替に
ついては、導入の摩擦や規制の壁もあり、より遅行すると予想されている。BCGは、米国における
1,500の役割を担う1億6,500万人の雇用を前提とした場合、5年後あるいはさらに先の未来におい
て、全雇用の10%〜15%が排除される可能性があると推計している15。McKinseyの予測でも、2030
年までに業務タスクの60〜70%が自動化されるとされているが、これは「タスクの自動化」であり、
「職業そのものの消滅」と完全にイコールではない14。 
中長期的には「オーグメンテーション（人間の労働の拡張）」が鍵となる。AIが人間の労働者を補完す
ることで、単位アウトプットあたりのコストが低下する。これにより、その最終生産物やサービスに対

する需要全体が拡大（Demand Expandability）すれば、結果として人間の役割に対する需要が増加
し、ネットでの雇用増に反転するメカニズムが働く12。 
3.3 インフラストラクチャー投資がもたらす巨大な新規雇用 

さらに、デジタル領域での失業を相殺する極めて強力な物理的要因が存在する。それは、AIブーム
を物理的に支えるためのインフラストラクチャーの構築である。Goldman Sachsは、AIの影響はテク
ノロジー、ナレッジ、クリエイティブセクターの職を奪う一方で、この巨大なブームを維持するために不

可欠なデータセンター群の建設、電力網（Power grid）の拡張、冷却システム、および半導体サプラ
イチェーンの拡充において、建設業、エンジニアリング、物理的インフラストラクチャーの分野で莫大

な新規雇用を創出する可能性が高いと分析している16。 
結論として、米国の労働市場は柔軟な雇用制度と資本主義の論理を最大限に活かし、短期的な失

業という痛みを伴いながらも、AI時代への適合に向けた破壊と創造（Creative Destruction）を猛ス
ピードで推し進めている。 

第4章：日本市場における特殊な構造と法制の壁 
ここまで米国市場のダイナミズムを分析してきたが、視点を日本に移すと、AIと雇用の関係は全く異
なる次元の力学によって支配されていることがわかる。米国のトレンドをそのまま日本に当てはめる

ことができない最大の理由は、日本特有の「厳格な労働法制」と、国家存亡の危機レベルにある「人

口動態の崩壊」である。 
4.1 雇用保護の原則と「随意雇用（Employment at-will）」の不在 

日本における労働市場の流動性を著しく制限している根本要因は、法体系の違いである。米国企業

が経営判断一つで数千人の従業員を即座に解雇できるのは、多くの州で「随意雇用（Employment 
at-will）」の原則が採用されているためである。これにより、差別などの違法な理由でない限り、雇用
主はいつでも理由を問わずに労働者を解雇できる17。 
対照的に、日本にはこの概念が存在しない17。日本の労働法制において、期間の定めのない正社員

の雇用契約の終了（解雇）は、日本の司法判例によって極めて厳格に解釈されている。労働契約法

第16条に基づき、解雇は「客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当であると認められない場
合」は、その権利を濫用したものとして無効とされる18。 
日本法が認める典型的な解雇事由は、大きく3つのカテゴリーに分類される18。 

1.​ 普通解雇：従業員の傷病による労働提供不能、著しい成績不良、採用時の重大な経歴詐称



による信頼関係の喪失など。 
2.​ 懲戒解雇（Disciplinary）：横領、業務上過失による重大な損害、職場の規律違反などの深刻
な不正行為。非犯罪的な軽微なミスでは認められない。 

3.​ 整理解雇（Redundancy）：経営不振や事業縮小などの経済的理由に基づく人員整理。 
4.2 高いハードルとなる「整理解雇の四要件」 

企業が「AIシステムを導入して業務が効率化され、余剰人員が発生したためコストを削減したい」と
いう理由で解雇を行おうとした場合、それは上記3の「整理解雇」に該当する。しかし、日本の判例法
理の下では、整理解雇は最も実行が困難な解雇形態であり、労働法上「最後の手段（Last resort）」
と見なされている18。 
整理解雇が正当と認められるためには、以下の「整理解雇の四要件（または四要素）」をすべて満た

す必要がある18。 
1.​ 人員削減の必要性（Compelling business necessity）：企業が深刻な経営危機に陥ってお
り、人員を削減しなければ存続が危ぶまれるほどの財務的困難があるか。 

2.​ 解雇回避努力義務の履行（Efforts to avoid dismissal）：使用者（経営陣）が、解雇という一
方的な契約解除の手段に訴える前に、配置転換（出向）、役員報酬の削減、新規採用の停

止、残業の削減など、あらゆる回避手段を尽くしたか。 
3.​ 被解雇者選定の合理性（Fair selection of employees）：解雇される対象者の選定基準が客
観的かつ公平であり、恣意的でないか。 

4.​ 解雇手続の妥当性（Proper notice and consultation）：労働組合や従業員に対して十分な
説明を行い、納得を得るための協議を誠実に行ったか。 

とりわけ重要なのが第1要件と第2要件である。「AIを導入して生産性が上がった」という前向きな理
由や、「現在の経営は黒字だが、将来の利益率を高めるために人員を整理したい」という米国型の

資本の論理では、「人員削減の必要性」も「解雇回避努力」も認められない可能性が極めて高い18。 
さらに、日本の雇用慣行として標準的な30日前の解雇予告義務に加え、近年は年金受給開始年齢
の引き上げに伴う法改正が労働市場に影響を与えている20。2023年以降、定年年齢は段階的に引
き上げられ、2031年までに65歳に達する予定である。60歳で定年退職した場合、公的年金の支給
開始年齢までの間に無年金期間（Zero pension payouts）が生じるため、政府は高齢者の就労継続
を強く推奨している。このため、定年退職を控えた高年齢層を対象とした解雇や退職強要は、労働

組合や裁判所から特に厳しい監視の目に晒される20。 
このように、外資系企業が日本の柔軟性のない雇用体制に直面した際、欧米の常識で一方的な解

雇に踏み切れば、評判（レピュテーション）リスクと財務リスクを含む重大な法的負債を抱えることに

なる17。したがって、日本において「AIによる解雇」という直接的な事象が米国のような規模で表面化
することは法的にほぼ不可能である。 

第5章：日本企業の生存戦略と「静かなるリストラ（黒字リスト
ラ）」の猛威 
法的な制約により直接的な解雇が封じられている日本企業は、AI時代に向けた組織再編を諦めて
いるわけではない。彼らは日本の商慣行に合致した迂回ルート、すなわち「静かなるリストラ（Quiet 
Restructuring）」を猛烈な勢いで推進している21。 
5.1 「早期・希望退職」という名の人員構成最適化 



日本の企業が人員を削減したい場合、実務上最も一般的な手段は、従業員に対して事業や職務の

状況を説明し、自発的な退職（Resign voluntarily）を説得することである17。この際、単なる説得では

なく、退職金の大幅な上乗せ（割増退職金）や再就職支援といった有利な経済的条件を提示する「早

期・希望退職募集（Voluntary Retirement Programs）」が活用される22。 
2025年度から2026年にかけて、この動きは歴史的な規模に膨れ上がっている。東京商工リサーチ
のデータによれば、2025年中に「早期・希望退職募集」を実施した上場企業は43社に上り、対象と
なった募集人数の合計は17,875人に達した23。これは前年（57社実施）と比較して人数ベースで
78.5%という大幅な増加であり、東日本大震災の余波が残る2012年（17,705人）を超え、2009年以降
で第3位という極めて高い水準である23。（※Makana Partnersの集計では、対象人数は約20,781人、
前年の2.5倍に達したと推計されている21）。 
このリストラの波の最大の特徴は、企業が経済的な苦境に立たされているから人員を削減している

のではないという点である。「黒字リストラ（Proactive 'Kuroji' Restructuring）」と呼ばれるこの現象
は、財務的に健全で高収益を上げている企業が、将来の事業環境の変化（AIの台頭や事業構造の
転換）を見据えて、予防的かつプロアクティブに人員構成を最適化する動きである21。 
実際に、早期・希望退職を実施した43社のうち、直近の最終損益が黒字であった企業は29社（全体
の67.4%）を占めている。対象人数のベースで見ると、全17,875人のうち15,205人（全体の85.0%）が
黒字企業から削減された人員である23。 
 



 
 
5.2 業界別動向と日本を代表する大企業の事例 

この「静かなるリストラ」は、日本経済の中核を担うトップティアの企業群によって主導されている。市

場区分別に見ると、東証プライム市場の上場企業が33社（76.7%）と圧倒的多数を占め、次いで東証
スタンダード市場が9社（20.9%）となっている23。 
業種別に見ると、歴史的に日本のお家芸であった製造業、とりわけ「電気機器」セクターが突出して

影響を受けている。電気機器メーカーは18社が実施しており、全体の41.8%を占める。それに次い
で、食料品、金属製品、機械、情報・通信業が各3社となっている23。東京商工リサーチは、この中高

年を対象とした人員構成の見直しが、製造業から他産業へと波及する可能性が極めて高く、2026年
は「早期・希望退職募集」の動きがさらに一段と強まると指摘している23。 
具体的な大企業の事例を見ると、その規模と戦略性が明確になる。 

●​ パナソニックHD：当初の構造改革案から規模を2,000人拡大し、グローバルで12,000人規模
の最適化（人員整理）を行うと発表した21。同社のCEOは、この動きを単なるコスト削減ではな
く、現代のテクノロジー時代に適応するための「共有されたトランスフォーメーション」であると

位置づけ、創業者の「従業員を解雇しない」という歴史的な理念を慎重にナビゲートしている21

。 



●​ 三菱電機：2026年2月の発表において、グループ全体で4,700人規模の早期退職募集を見込
んでいることを明らかにした23。 

●​ 日産自動車：グローバルで20,000人の人員を削減する取り組みの一環として、2025年半ば
に国内の45歳から64歳の管理・事務部門従業員を対象に、18年ぶりとなる自発的早期退職
制度を提示した21。 

●​ 東芝：2024年に最大4,000人の削減計画を発表し、50歳以上の従業員の自発的退職に大き
く依存する手法を取った21。 

●​ シャープ：2026年初頭に亀山LCD工場の生産を静かに停止し、影響を受ける約1,170人の労
働者に対して外部の就労支援プログラムを提供した21。 

●​ この他にも、ソニーグループ、三菱ケミカルグループ、明治HD、日清紡HDなどの著名企業が
黒字リストラを推進している。 

これらの企業の共通する目的は、単純に「頭数（ヘッドカウント）を減らすこと」ではない。既存の業務

プロセスの中に存在する「冗長なタスク（Redundant tasks）」を切り捨て、AIの恩恵を受けやすい高
付加価値な領域へ組織を移行させることである21。 
5.3 企業意図と現実のギャップ：「AI解雇の津波」はまだ来ていない 

しかし、ここで冷静に事実を確認する必要がある。これらの日本企業のリストラは「AI時代の到来を
見越した準備」ではあるが、現時点で「AIそのものが直接的に業務を奪った結果としてのリストラ」と
断定するのはミスリードである。 
日本におけるAI導入の「現実」には、企業の意気込みとは裏腹に高いハードルが存在する。東京商
工リサーチが2025年の7月から8月にかけて日本の6,645社を対象に行った実態調査によれば、業
務において「生成AIの活用を推進している」と回答した企業は、全体のわずか25.2%にとどまってい
る24。 
また、Kore Co., Ltd.が2024年12月に経営者1,002人を対象に行った意識調査では、80%以上の経
営者が「AIは人員を削減するのに十分な能力を備えている」と強い期待（あるいは意図）を抱いてい
ることが判明した24。しかし、同じ記事で指摘されている通り、米国市場においてさえ2025年通年の
総解雇数117万人のうち、AIが直接の理由とされたのは約5万5000人（全体の4.7%）に過ぎなかった
（※2026年にはこの割合が跳ね上がるが）24。 
つまり、日本企業におけるAIと人員削減の間には「解雇したいという意図（Intentions）」と「AIで代替
できるという現実（Reality）」の間に巨大なギャップが存在する。日本において「AI解雇の津波」は現
時点ではまだ到達しておらず、現在起きている黒字リストラは、来るべき波に備えた防波堤の構築作

業に他ならない。 

第6章：人口動態の崩壊とAIの絶対的要請（日本特有の事情） 
米国において、AIはしばしば「人間の労働を奪い、利益率を高めるための資本主義的ツール」として
語られる。しかし日本において、AIはそれとは全く異なる、より深刻で切迫した意味を持っている。そ
れは「国家と企業の消滅を防ぐための生命線（ライフライン）」である。 
6.1 人材の砂漠化（Talent Desert）と供給制約の極致 

日本の労働市場における最強の決定変数は、AIテクノロジーではなく「人口動態（Demographics）」
である。日本は現在、世界で類を見ないスピードと規模で人口構成が崩壊しつつある。合計特殊出

生率は0.75という極めて低い水準に落ち込み、総人口に対する65歳以上の高齢者の割合は2024



年時点で29.3%（約3,625万人）という過去最高記録を更新している21。 
労働力を供給する「生産年齢人口」は2019年をピークに減少フェーズに入っており、2040年に向け
て崖を転げ落ちるような急減が予測されている。日本銀行が発表する全国企業短期経済観測調査

（短観）における「雇用人員判断DI（不足と答えた企業の割合から過剰と答えた割合を引いた値）」
は、全産業において「-35」を記録し、過去30年間で最悪の労働力不足を示している21。 
この労働力の絶対数の不足は、採用市場における猛烈なインフレを引き起こしている。2025年4月
時点で、名目賃金は3.5%上昇し、春闘などの交渉による賃上げ率は5.26%に達した21。しかし、いくら

企業がベースアップを行っても、労働市場という「砂漠（Talent Desert）」には水（候補者）が存在しな
い。特に、AI推進やグローバル展開を担う30代から40代のバイリンガルや高度専門人材は引く手あ
またであり、一人の候補者が同時に3〜4社の内定を抱え、企業間で数千万円単位の入札競争（
Bidding wars）が日常化している21。 
このような過酷な環境下において、日本企業に課せられた至上命題は、レイオフによってコストを下

げることではなく、「減少していく限られた人数で、これまで以上のアウトプットを生み出す（Do more 
with fewer people）」ことである21。マッキンゼー・グローバル・インスティテュート（MGI）の試算は、こ
の厳しい現実を数値化している。日本が現在のGDP成長率をなんとか維持するためだけでも、生産
性を現状の2.5倍に引き上げる必要があり、そのためにはAIと自動化による生産性向上が不可避
（必須要件）であると結論づけている25。 
6.2 新卒採用文化の終焉と「質的構造変化」の始まり 

人口減とAIの台頭は、日本企業が長年守り続けてきた「新卒一括採用」と「終身雇用」という聖域に
も風穴を開けている。BigGoファイナンスが111社を対象に行った2027年向けの新卒採用方針調査
によると、新卒採用を「減らす」と回答した企業が23%（25社）に上り、「増やす」と回答した16%（18社）
を実に5年ぶりに上回った（「前年度並み」は35%、「未定」は22%）26。 
この採用抑制の主要な背景として挙げられているのが、「AIの活用と省人化・テクノロジーの導入」で
ある26。従来、新卒社員が配属されてきたエントリーレベルの事務作業やルーティンワークが、生成

AIの普及によって急速に不要になりつつある。AIを活用・開発する高度なデジタル人材や、AIには代
替できない創造性や対人コミュニケーションスキルが求められる分野においては、引き続き新卒採

用の需要が維持されるものの、単なる「労働力の数合わせ」としての採用は終焉を迎えつつある26。

日本の労働市場は、長年続いた「量的な調整」の時代から、技術革新に対応した「質的な構造変化」

の過渡期へと完全に突入したと言える26。 

第7章：日本の将来予測：国家主導の「AIリスキリング」と労働
移動 
日本市場の未来は、「AIに仕事を奪われた失業者の群れ」ではなく、「AIを使いこなすように再教育さ
れた労働者が、社会を維持するためのインフラ的職業へと移動していく」プロセスとなる。 
7.1 日本特有の脆弱性と「AIリスキリング」の国家戦略化 

国際通貨基金（IMF）の調査によれば、日本の労働者は欧米などの他の先進国経済と比較して、AI
に対する「エクスポージャー（AIによって業務に影響を受ける度合い）」が比較的低いという特徴があ
る21。これは、日本企業の現場にいまだにアナログなプロセスが多く残っていることを意味する。した

がって、企業はソフトウェアを導入するだけの「単純な自動化」では労働力不足の問題を解決でき



ず、既存の従業員に対してAIを活用するための教育を施す「リスキリング（Upskilling / Reskilling）」を
積極的に行う必要がある21。 
これに対し、日本政府は強力なトップダウンのアプローチを展開している。政府は2023年5月に「AI
戦略会議」を設置し、国家としてのAIの活用、リスク管理、および社会課題への対応に関する包括的
な議論を推進してきた28。 
2024年7月には、経済産業省（METI）が「デジタル時代の人材政策に関する検討会 報告書2024」を
公表し、独立行政法人情報処理推進機構（IPA）を通じて、DXを推進する人材向けの「DX推進スキル
標準」や「デジタルスキル標準 ver.1.2」を改訂した。ここには生成AIの活用に関する補記が明確に追
加されており、国家が求める人材像の中心にAIが据えられている29。 
さらに決定的な方針を示したのが、厚生労働省による「2025年版 労働経済の分析（労働経済白
書）」である。厚労省は、生成AIの登場が従来のAI以上に労働者の裾野を広げ、代替スピードを速め
ることで、労働市場に「想定以上のインパクト」をもたらすと分析している28。その上で、かつてコン

ピュータやインターネットが登場した際に労働者が適応したのと同じように、一部のIT専門家だけでな
く、一社員から経営者に至るまでの幅広い層がAIに関するスキルを身につける「社会全体でのAIリ
スキリング」が極めて重要であると提言している28。政府はこれを、人口減少社会における慢性的な

労働者不足を補い、日本の生産性向上と賃上げの好循環を実現するための「またとないチャンス

（絶好の機会）」であると位置づけている28。 
7.2 企業のリスキリング実践と労働者の受容 

国の方針と軌を一にするように、民間企業における大規模なリスキリングプロジェクトがすでに始動

している。 
●​ サイバーエージェント：2021年の早い段階から全社横断的な育成機関「CA AI Academy」を設
立し、AIスキルの底上げを図っている21。 

●​ カゴメ：実際の社内のビジネスプロジェクトと直接連動させた、5段階（5-tier）のDX（デジタルト
ランスフォーメーション）スキルプログラムを導入している21。 

●​ 富士通：全従業員を対象として、デジタルおよびAIのコンピテンシー（行動特性・能力）を高め
るための徹底的なトレーニングを展開している21。 

また、東京都も2026年に入り、AI、ロボティクス、半導体といった未来産業のパイプラインを確保する
ため、省庁横断的なタスクフォースを設立し、大規模なトレーニングの調整に乗り出している21。 
重要なのは、労働者側もこの変化をポジティブに受け入れつつある点だ。株式会社リクルートの研

究機関であるリクルートワークス研究所が発表した「生成AIによる仕事と働き方への影響の現状と未
来（2024年版）」によれば、就業者の中で仕事上に生成AIを実際に活用している群は、その多くが過
去1年間に自身の仕事全般において「ポジティブな変化」を感じていると回答している30。これは、AI
が人間の能力を補完し拡張するツールとして、日本の労働現場に受け入れられつつあることを示唆

している。 
7.3 社会インフラ関連職への労働力シフトの実現へ 

最終的に、日本におけるAI導入とリスキリングのゴールはどこにあるのか。厚生労働省の労働経済
白書は、その明確な青図を描いている。 
現在、日本は米国、英国、ドイツなどの諸外国と比較して、「医療・福祉業」「卸売・小売業」「宿泊・飲

食業」といったサービス・インフラ領域における労働生産性の上昇率が著しく低いという課題を抱えて



いる31。厚労省は、これらの生活に密接な職業群を「社会インフラ関連職」と定義づけた31。 
政府の戦略はこうである。まず、AIを含む最新のソフトウェアインフラに対して企業が積極的に投資
を行うことで、事務的・定型的な業務負担を劇的に軽減する31。そして、そこから生み出された余剰労

働力と、リスキリングによって新たな能力を獲得した人材を、慢性的な人手不足に陥っている「社会

インフラ関連職」や、より創造的で付加価値の高い業務へとシフトさせるのである。これらの領域で労

働力が不十分なまま放置されれば、国民の生活の質（QoL）が低下し、ひいては国全体の経済活動
へ悪影響を及ぼすという強い危機感が背景にある31。 
人材をこれらの領域に惹きつけるため、単にAIで人を動かすだけでなく、技能や経験に応じて適切に
賃金が上がる処遇改善の仕組みの構築や、ライフイベント（結婚・出産等）に応じた柔軟な働き方が

可能な職場環境の整備が不可欠であると結論づけている31。 
 

 
 

結論：日米のAI労働市場モデルの収斂とパラダイムの完成 
現在の米国と日本の労働市場は、人工知能という共通の巨大なテクノロジーショックに対して、それ

ぞれの国の法制度と人口動態というフィルターを通し、極めて対照的な反応を示している。 
米国市場においては、極めて流動性の高い労働環境と、株主価値の最大化を至上命題とする資本

主義の論理がダイレクトに作動している。企業は既存部門の人件費を容赦なく削り落とし、その莫大

なリソースをAIインフラストラクチャーの構築へと「再配分（Reallocation）」するドラスティックな調整を



断行している。月に数万人規模で発生し、指数関数的に増加している「AIを理由とした解雇」は、現
時点では「AIによる完全な業務代替」の証拠というよりも、経営陣によるアグレッシブな予算の組み
替えと、パンデミックバブル期の組織の肥大化を解消するための「大義名分（スケープゴート）」として

機能している側面が強い。 
しかしながら、中長期的にはAIは人間の労働を「代替（Substitution）」するにとどまらず、人間の能
力を「拡張（Augmentation）」する。そして、AI経済を稼働させるためのデータセンターや電力網と
いった巨大な物理的インフラストラクチャーの建設需要を通じて、破壊された以上の新たな雇用を創

出する過渡期にあると評価できる。 
一方の日本市場においては、深刻な少子高齢化による生産年齢人口の枯渇という、米国にはない

「絶対的な物理的制約」が存在する。米国のように「AIがコスト削減のために人間の仕事を奪う」とい
う次元の議論ではなく、日本においては「AIを社会の隅々にまで活用しなければ、労働力不足によっ
て国家のGDPと社会インフラそのものが崩壊する」という、極めて切迫した防衛的・生存的動機が根
底にある。 
さらに、米国のような随意雇用が存在せず、整理解雇の四要件に代表される極めて厳格な解雇規

制が存在するため、企業は直接的なリストラという手段を取れない。その結果、日本企業は手厚い

割増退職金を伴う「黒字リストラ（早期・希望退職の募集）」という形で新旧人材の入れ替えを静かに

進めると同時に、国家方針とも連動した徹底的な「AIリスキリング」という迂回ルートを通じて、限られ
た労働力の価値の最大化と再配置を図っている。 
今後、日本においてAIの社会実装がさらに進むにつれ、新卒採用の抑制やエントリーレベルの定型
事務職の減少という形で、AIの波は確実に雇用の裾野を侵食していくだろう。しかし、日本の特殊な
環境下においては、それが大量の失業者を生み出す社会問題となるのではなく、むしろ労働者を付

加価値の低い事務的作業から解放し、医療、福祉、物流といった「人間的介入と物理的な稼働が不

可欠な社会インフラ領域」へと押し出す、極めて強力なマクロ的シフト要因として機能する。 
総括すれば、AIという革新的テクノロジーは、米国においては「企業の利益率を高めるための最適化
ツール（とそれに伴う摩擦）」として猛威を振るい、日本においては「人口動態の崩壊という国家危機

を食い止めるためのショックアブソーバー（緩衝材）」として機能している。 
両国が現在取っているアプローチと直面している社会的摩擦の性質は大きく異なる。しかし、マクロ

経済が最終的に行き着く先は同じである。すなわち、過去の産業革命がそうであったように、単純な

反復タスクや定型的な認知労働は市場から完全に消滅し、人間としての高度な共感性や対人コミュ

ニケーション、複雑な物理的作業、高度な創造性、そして「AIシステムそのものを設計・操作するスキ
ル」を持った労働者への需要が極端に二極化する、不可逆的な「新しい労働市場パラダイム」の完

成である。 
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